
２．学習内容が自分に必要・関係があること（関連性）
３．学習が他人によって強制されず自分で制御できるこ
と（自律性）

　以上3種類の方法により、内発的モチベーションを高
められる可能性がある、とされている。
　実際に、学業成績に対して内発的モチベーション及び
外発的モチベーションがどのように関与しているのか、
についての研究も行われている。例えば、Crippen et al. 
（2009）4）やYukselturk et al. （2007）5）などは、内発
的モチベーションが統計的に有意に学業成績と相関して
いることを報告している。
　一方、外発的モチベーションが学業成績に統計的に有
意に正の効果を示した報告は、本著者が調べた限りでは
存在しなかった。

2．2 社会的認知理論
　近年、自己効力感という用語が一般的になりつつある
が、その自己効力感という概念を学習モチベーションの
分野において使用したのがこの社会的認知理論である
（例えばBandura 19776）; 19977）; 20128））。
　自己効力感とは、「自分の目標を自分の努力によって
達成できる能力が自分にはある」という自己の認識や信
念のことであると定義されている。自尊心という概念に
近いとされているが、自尊心は自分の人間としての価値
に対する、感情的な評価であるとされており、自己効力
感とは異なる概念であるとされている。
　自己効力感が強い学習者は、学習すれば自分の成績を
向上させることができる、と考えるため、学習に対する
モチベーションが高く、その後の学習の成果が高まるこ
とが知られている。逆に、自己効力感が低い学習者は、
学習しても自分の成績が伸びることはない、と考えてし
まうため、学習に対するモチベーションが下がり、結果
としてその後の学習の成果が伸びない、とされる。
　この自己効力感という概念については、元々学業成績
が良いから自己効力感が高いのか、自己効力感を高める
ことで学業成績が高まるのか、どちらの因果関係が成り
立つのかについて議論が行われてきた。最新の研究で
は、どちらの方向も成り立つことが実証されている9）。
この結果より、学業成績が低い学生に対し、自己効力感
を高めさせることで、その後の学業成績を高めることが
できる、という仮説が現時点では支持されている。
　このBanduraによる社会的認知理論によると、自己効
力感の増減には大きく分けて4種類の方法による効果が
あると考えられている。その4種類のうち3種類は、主
に自己効力感を高める方法である。自分が何かを修得す
る経験を積むこと、他人がうまくできているところを観
察すること、他人から言葉で直接励まされること、が挙
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1．はじめに
 近年、大学を含む高等教育において、学生を自律的な学
習者として育成することが目的の一つとして挙げられて
いる（例えば中央教育審議会　20181））。社会に出て社
会人として働くことになった際、高度な技術や知識が必
要な業種が増えてきている中で、就職後にも常に新たに
アップデートされる様々な知識や技術を自ら学んでいく
姿勢が必要になるためである。一方、「教員が『勉強し

ろ』と頭ごなしに学生に命令する」というような教育で
は、学生が自律的な学習者に育つことはない、というこ
とも分かってきつつある。これは教育現場のみならず社
会に出た場合にも同様であり、上司が部下に対して頭ご
なしに命令するだけでは部下も育たない、ということを
意味する。少子化によって労働人口の減少が社会問題と
なってきている現在、社会に出ても自律的に学習を続け
られるような人材の育成が急務となっている。
　よって、自ら学び続けられる学生の育成は喫緊の重要
課題であり、そのためにも近年研究が進んできている学
習モチベーション理論に基づくカリキュラムの構築、及
び教材の開発などを高等教育においても急ぎ進める必要
があると考えられる。そのためにも、世界的に研究が進
められている「学習科学」に基づく「学習のモチベー

げられる。最後の1種類は、主に自己効力感を下げる効
果を示す要因として、身体的な要素が仮定されている。
例えば、痛み、疲労、恐怖などは、自己効力感を下げる
とされている。ちなみに双子による研究により、自己効
力感の遺伝的な要素は、自己効力感の全体のばらつきの
75％を説明できる、と報告されている10）。
　近年では自己効力感と学業成績の間に強い関連性が見
いだされることが、多くの研究によって報告されてい
る。それら数多くの研究成果に基づいた、メタアナリシ
スによる結果の整理も複数行われている。
　例えばRobbins et al.（2004）11）、Richardson et al. 
（2012）12）、Honicke and Broadbent（2016）13）では、
どれも自己効力感と学業成績との関係性をメタアナリ
シスによって分析しているが、3つのメタアナリシスに
共通して、自己効力感は学業成績を予測もしくは説明す
る上で、最も重要な要因になっていることを報告してい
る。どのメタアナリシスも、適切な手順を踏んで数多く
の研究成果に基づいているものであるため、自己効力感
が学業成績に強く関連している、という事実は、ほぼ間
違いないと考えて問題なさそうである。
　これら 3 つのメタアナリシスにおいては、他にも
面白い結果が報告されている。例えば Robbins et al. 
（2004）11）では、自己効力感の他に、達成に関わるモチ
ベーションが強く学業成績と関係していることを報告し
ている。一方 Richardson et al. （2012）12）は、成績に対
する目標、及び努力の制御が、自己効力感の他に学業成
績に関係していると報告した。Honicke and Broadbent 
（2016）13）では、Richardson et al. （2012）12）と同様に
努力の制御が関係したことを示したと共に、思考方略や
目的志向などが学業成績に関与したと報告している。総
じて、目的に関わる点、及び努力の制御が、自己効力感
に次いで学業成績にとって重要である、ということだと
考えられる。

2．3 ARCSモデル
　ARCSモデルは、主に教材に対する学習者のモチベー
ションを高める要因についてモデル化したものである。
学習者が面白く感じることができ、かつ満足できるよう
な教材により、学習者が学習したい、と思えるモチベー
ションを喚起できると考えている。
　学習者のモチベーションを高めるとされる教材におけ
る要因は、以下の4つが挙げられている14）。

１．Attention：学習者の注意を引き付けることができる
２．Relevance：学習者に関係がある
３．Confidence：感情的に自信を付けることができる
４．Satisfaction：学習を完了することで満足できる

ション」に関する研究や知見を適切に現場へと適用させ
ることは、非常に重要であると考えられる。

2．学習モチベーションに関する理論
　学習科学、学習心理学、及び教育心理学では、自律し
た学習者を育成することを目的とした、学習を続けるた
めのモチベーションをいかに高めさせるか、という点に
ついての研究が数多く行われてきている。以下では、そ
の中でも学習に関するモチベーションのメカニズムに関
わる理論、及びモチベーション管理に基づいた学習効果
を高めるための方略に関する理論を概観する。

2．1 自己決定理論
　自己決定理論は、主に学習に対するモチベーションの
メカニズムの解明が目的とされる理論である（例えば
Ryan and Deci 20022））。
　学習のモチベーションには2種類あり、報酬や罰を受
けることで学習を行わなければならない、と考えさせる
モチベーションとしての外発的モチベーションと、純粋
に楽しいからやりたい、という気持ちから生じる内発的
モチベーションがある。もちろん、学習のモチベーショ
ンという観点からすれば、内発的モチベーションのほう
が好ましいことは間違いない。ただし、外発的モチベー
ションによっても学習のモチベーション自体は高めるこ
とは可能であるとされている。
　ただし気を付けなければならない点が一つある。外発
的モチベーションを高めようとすると、内発的モチベー
ションを下げ、結果として学習成果も下げてしまう可能
性が指摘されている（例えば Murayama et al. 20103））。
これは Undermining effect と呼ばれ、元々内発的なモ
チベーションが存在して学習をしようという気持ちに
なっている学習者に対して、外発的モチベーションを高
めるような報酬などを加えてしまうと、内発的モチベー
ションが消失してしまう、という効果のことである。つ
まり、安易に外発的モチベーションを高めるような報酬
や罰などといったものは、学習へのやる気を高めさせよ
うという目的で使用するのは危険であると言える。短期
的もしくは一時的には報酬や罰によってもモチベーショ
ン自体は高まるが、長期的に見て「楽しいからやる」と
いう内発的モチベーションを失わせてしまうと、それ以
降報酬や罰がないと学習をする気になれない、という悪
循環に陥ってしまう可能性が高まることとなる。
　では、外発的モチベーションを用いずに、内発的モチ
ベーションを高めるにはどうすればいいのか。現時点で
は、以下の3点が方法として挙げられている。

１．自分が成果を出す能力を持っていると思うこと（自
己有能感）
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　ARCSモデルというモデルの名前自体が、上記4つ
の要因の頭文字を取って命名されている。これらの4
つの要因を実際の学習教材に組み込む際には、定義し
（define）、デザインし（design）、発展させ（devel-
op）、評価する（evaluate）、という4段階の手順を踏
むべき、と推奨されている。
　現時点では、このARCSモデルに基づいた教材を利用
した結果を報告する研究も数多く出されている。Ergen 
and Kanadli（2017）15)によるメタアナリシスによると、
例えばARCSモデルを組み込んだ教材による学習によ
り、モチベーションが向上したかどうかについて報告し
た論文は26本あり、そのうちモチベーションの向上効果
ありと報告したものが20本であった。一方向上効果なし
と報告したものは6本あった。また、学習成績自体の向
上効果については、全体で20本の論文があり、そのうち
18本が学習の成績向上が見られたものの、2本が学習成
績の向上効果がなし、と報告した。ただしこの2本につ
いては、実験期間に問題があるかもしれない、と指摘さ
れている。
　総じて、ARCSモデルを組み込んだ教材を使用した学
習研究においては、モチベーション及び学習成果につい
て、向上効果がある、という報告が大多数を占めてい
た。よって、これらの実証研究の結果は、ARCSモデル
によるモチベーション向上効果、及びそれを通じた学習
成績向上の効果を支持するものであると解釈できる。
　一方、モチベーションや成績自体ではなく、学習行動
に対する影響についての結果も報告されている。ARCS
モデルに基づく教材の学習時、学習時間が増えたとする
報告は1、増えなかったものは2であった。
　学習行動についての研究も含め、特に上記4項目のど
の項目が、モチベーションや成績、学習行動など、どの
ような側面に影響を及ぼすのか、という効果についての
整理のための研究については、まだ報告が少ない。また
実験期間などの研究方法についても検討・改善が必要で
ある例も指摘されている。よって、今後さらなる実証研
究による報告の積み上げが必要となると思われる。

2．4 自己調整学習理論
　自己調整学習理論とは、学習者のモチベーション管
理に基づいた、自律学習を促す方略に関する理論である
（例えばZimmerman 200016））。主に、以下の3プロセ
スに基づくサイクルにより、自律した学習者への成長が
図られると考えられている。

１．学習目的の設定
２．学習方略の策定及び実行
３．学習の進捗の自己モニタリング

　３の自己モニタリングに基づく反省及び改善により再
度１へと戻る、ということを繰り返すことにより、学習
が進んでいく、という考え方になる。
　特に１の段階では、自己効力感や学習成果への期待、
内発的興味や課題に対する価値、といった、自己に対す
るモチベーション的な信念が、実際の行動としての目的
の設定や学習方略の計画策定などと相互作用を持つ、と
仮定している。つまり、自己効力感や内発的興味などに
より、設定される目的の高さや内容、方略の計画などの
具体的な中身が影響を受ける、ということそ想定してい
る。一方、３の段階においては、実際に行動に起こした
結果を自己によって確認するため、自己に対する満足感
や自己評価などから、自己効力感などへのフィードバッ
クが与えられ、次のサイクルでの１の段階におけるモチ
ベーションに影響を与えることになると想定されてい
る。よって、３の段階において、１及び２にて計画・実
行されてきた学習自体が成功に至った場合、もしくは成
功に至らずとも学習者本人が満足できる結果が得られた
場合は、モチベーションに関わる要因がプラスの方向に
刺激を受け、次のサイクルでの学習目的の設定がより高
まっていく、というように、自ら学習成果を向上させて
いくポジティブなサイクルへと繋がっていく、と考えて
いる。
　この理論に基づいた自己調整学習の方略を教育現場
に導入した結果を報告する論文も多く出てきている。
近年ではその結果をまとめたメタアナリシスの論文に
おいても、学習成果自体の伸びも見られ、かつ自己管理
などの能力や姿勢も改善し、モチベーションも高まる、
という結果が報告されている（例えばErgen，Kanadli 
201717））。このメタアナリシスでは、言語学習や科
学、数学、社会科学など、学習する分野が異なっても同
様に効果があることも報告している。

3．理論間の共通項、及び教育への示唆
　以上、学習に関するモチベーション理論を概観し、そ
の理論における共通項を探るとすると、以下の4つのポ
イントが挙げられると考えられる。

１．内発的モチベーションの重要性（自己決定理論・社
会的認知理論・自己調整学習理論）

２．自己効力感・自己有能感・自信（自己決定理論・社
会的認知理論・ARCSモデル・自己調整学習理論）

３．学習内容の学習者への関連性（自己決定理論・
ARCSモデル）

４．学習者による学習の自律性・自己制御（自己決定理
論・自己調整学習理論）

　学業成績の向上のみを最終目的としてしまうのであれ

ば、近年までに数多くの研究結果が報告されている自己
効力感の向上を最優先に考えればいい、と思われる。現
時点では自己効力感が、学業成績に対する最も強い要因
となっていることは明らかであるからである。
　ただし結局のところ、自己効力感を高める方法につ
いては、内発的モチベーションを高めること、成功体験
を積ませること、他者からの励まし、学習内容の学習者
への関連性、学習者による学習の自律性・自己制御など
といった側面が関係することであり、概説してきたモチ
ベーション理論のほとんどが関与するものになってく
る。
　一方、単に学業成績のみを目的にするのではなく、よ
り長期的視点に立って学習者の育成を考えるならば、自
己調整学習における方略を教育の中で身につけさせるこ
とが重要になってくると考えることができる。つまり自
己調整学習の方法を身につけることは、教育現場での学
習や学業成績向上というだけでなく、その先にある高等
教育における研究方法を身につける訓練や卒業論文の執
筆、及び卒業後の社会人としての問題解決能力の養成に
まで繋がるものであると考えられる。自己調整学習の根
本的な考え方は、PDCAといった問題解決のための方法
とも類似しており、さらには科学的・学術的な問題解決
のための学術論文の書き方・研究方法とも類似している
ものであるといえるからである。例えば、上記のどの方
法においても、現状の分析を通じて問題を提起し、その
問題に対する対処方法を提案して目的・方法を定め、そ
れを実施し、その結果を考察することでさらなる次の段
階への改善を図る、というサイクルを想定している。
よって、自己調整学習による方略を意図的に利用できる
よう、教育の現場で学生に身につけさせることにより、
その後の人生にとっても非常に有用な技術・能力として
活用できていく可能性が高い。それ以上に、自己調整学
習による方略自体が学習に対するモチベーションを高
め、学業成績自体を向上させる効果が報告されているこ
とからも、今後さらに注目されてもいいものではないか
と考えている。
　近年、国の施策としての「自ら学べる人間を育てる」
であったり、「問題解決能力を持つ人間を育てる」と
いった側面は、結局のところ、学習に対するモチベー
ションの向上、及び自己調整学習方法の学習などのよう
な問題解決能力の育成、といった側面が強く関与するも
のであると言える。この方向性に対して、教育に関わる
人間が学習モチベーションに関わる最新の知見を修めて
いくことは、非常に有用であるように思われる。
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２．学習内容が自分に必要・関係があること（関連性）
３．学習が他人によって強制されず自分で制御できるこ
と（自律性）

　以上3種類の方法により、内発的モチベーションを高
められる可能性がある、とされている。
　実際に、学業成績に対して内発的モチベーション及び
外発的モチベーションがどのように関与しているのか、
についての研究も行われている。例えば、Crippen et al. 
（2009）4）やYukselturk et al. （2007）5）などは、内発
的モチベーションが統計的に有意に学業成績と相関して
いることを報告している。
　一方、外発的モチベーションが学業成績に統計的に有
意に正の効果を示した報告は、本著者が調べた限りでは
存在しなかった。

2．2 社会的認知理論
　近年、自己効力感という用語が一般的になりつつある
が、その自己効力感という概念を学習モチベーションの
分野において使用したのがこの社会的認知理論である
（例えばBandura 19776）; 19977）; 20128））。
　自己効力感とは、「自分の目標を自分の努力によって
達成できる能力が自分にはある」という自己の認識や信
念のことであると定義されている。自尊心という概念に
近いとされているが、自尊心は自分の人間としての価値
に対する、感情的な評価であるとされており、自己効力
感とは異なる概念であるとされている。
　自己効力感が強い学習者は、学習すれば自分の成績を
向上させることができる、と考えるため、学習に対する
モチベーションが高く、その後の学習の成果が高まるこ
とが知られている。逆に、自己効力感が低い学習者は、
学習しても自分の成績が伸びることはない、と考えてし
まうため、学習に対するモチベーションが下がり、結果
としてその後の学習の成果が伸びない、とされる。
　この自己効力感という概念については、元々学業成績
が良いから自己効力感が高いのか、自己効力感を高める
ことで学業成績が高まるのか、どちらの因果関係が成り
立つのかについて議論が行われてきた。最新の研究で
は、どちらの方向も成り立つことが実証されている9）。
この結果より、学業成績が低い学生に対し、自己効力感
を高めさせることで、その後の学業成績を高めることが
できる、という仮説が現時点では支持されている。
　このBanduraによる社会的認知理論によると、自己効
力感の増減には大きく分けて4種類の方法による効果が
あると考えられている。その4種類のうち3種類は、主
に自己効力感を高める方法である。自分が何かを修得す
る経験を積むこと、他人がうまくできているところを観
察すること、他人から言葉で直接励まされること、が挙

1．はじめに
 近年、大学を含む高等教育において、学生を自律的な学
習者として育成することが目的の一つとして挙げられて
いる（例えば中央教育審議会　20181））。社会に出て社
会人として働くことになった際、高度な技術や知識が必
要な業種が増えてきている中で、就職後にも常に新たに
アップデートされる様々な知識や技術を自ら学んでいく
姿勢が必要になるためである。一方、「教員が『勉強し

ろ』と頭ごなしに学生に命令する」というような教育で
は、学生が自律的な学習者に育つことはない、というこ
とも分かってきつつある。これは教育現場のみならず社
会に出た場合にも同様であり、上司が部下に対して頭ご
なしに命令するだけでは部下も育たない、ということを
意味する。少子化によって労働人口の減少が社会問題と
なってきている現在、社会に出ても自律的に学習を続け
られるような人材の育成が急務となっている。
　よって、自ら学び続けられる学生の育成は喫緊の重要
課題であり、そのためにも近年研究が進んできている学
習モチベーション理論に基づくカリキュラムの構築、及
び教材の開発などを高等教育においても急ぎ進める必要
があると考えられる。そのためにも、世界的に研究が進
められている「学習科学」に基づく「学習のモチベー

げられる。最後の1種類は、主に自己効力感を下げる効
果を示す要因として、身体的な要素が仮定されている。
例えば、痛み、疲労、恐怖などは、自己効力感を下げる
とされている。ちなみに双子による研究により、自己効
力感の遺伝的な要素は、自己効力感の全体のばらつきの
75％を説明できる、と報告されている10）。
　近年では自己効力感と学業成績の間に強い関連性が見
いだされることが、多くの研究によって報告されてい
る。それら数多くの研究成果に基づいた、メタアナリシ
スによる結果の整理も複数行われている。
　例えばRobbins et al.（2004）11）、Richardson et al. 
（2012）12）、Honicke and Broadbent（2016）13）では、
どれも自己効力感と学業成績との関係性をメタアナリ
シスによって分析しているが、3つのメタアナリシスに
共通して、自己効力感は学業成績を予測もしくは説明す
る上で、最も重要な要因になっていることを報告してい
る。どのメタアナリシスも、適切な手順を踏んで数多く
の研究成果に基づいているものであるため、自己効力感
が学業成績に強く関連している、という事実は、ほぼ間
違いないと考えて問題なさそうである。
　これら 3 つのメタアナリシスにおいては、他にも
面白い結果が報告されている。例えば Robbins et al. 
（2004）11）では、自己効力感の他に、達成に関わるモチ
ベーションが強く学業成績と関係していることを報告し
ている。一方 Richardson et al. （2012）12）は、成績に対
する目標、及び努力の制御が、自己効力感の他に学業成
績に関係していると報告した。Honicke and Broadbent 
（2016）13）では、Richardson et al. （2012）12）と同様に
努力の制御が関係したことを示したと共に、思考方略や
目的志向などが学業成績に関与したと報告している。総
じて、目的に関わる点、及び努力の制御が、自己効力感
に次いで学業成績にとって重要である、ということだと
考えられる。

2．3 ARCSモデル
　ARCSモデルは、主に教材に対する学習者のモチベー
ションを高める要因についてモデル化したものである。
学習者が面白く感じることができ、かつ満足できるよう
な教材により、学習者が学習したい、と思えるモチベー
ションを喚起できると考えている。
　学習者のモチベーションを高めるとされる教材におけ
る要因は、以下の4つが挙げられている14）。

１．Attention：学習者の注意を引き付けることができる
２．Relevance：学習者に関係がある
３．Confidence：感情的に自信を付けることができる
４．Satisfaction：学習を完了することで満足できる

ション」に関する研究や知見を適切に現場へと適用させ
ることは、非常に重要であると考えられる。

2．学習モチベーションに関する理論
　学習科学、学習心理学、及び教育心理学では、自律し
た学習者を育成することを目的とした、学習を続けるた
めのモチベーションをいかに高めさせるか、という点に
ついての研究が数多く行われてきている。以下では、そ
の中でも学習に関するモチベーションのメカニズムに関
わる理論、及びモチベーション管理に基づいた学習効果
を高めるための方略に関する理論を概観する。

2．1 自己決定理論
　自己決定理論は、主に学習に対するモチベーションの
メカニズムの解明が目的とされる理論である（例えば
Ryan and Deci 20022））。
　学習のモチベーションには2種類あり、報酬や罰を受
けることで学習を行わなければならない、と考えさせる
モチベーションとしての外発的モチベーションと、純粋
に楽しいからやりたい、という気持ちから生じる内発的
モチベーションがある。もちろん、学習のモチベーショ
ンという観点からすれば、内発的モチベーションのほう
が好ましいことは間違いない。ただし、外発的モチベー
ションによっても学習のモチベーション自体は高めるこ
とは可能であるとされている。
　ただし気を付けなければならない点が一つある。外発
的モチベーションを高めようとすると、内発的モチベー
ションを下げ、結果として学習成果も下げてしまう可能
性が指摘されている（例えば Murayama et al. 20103））。
これは Undermining effect と呼ばれ、元々内発的なモ
チベーションが存在して学習をしようという気持ちに
なっている学習者に対して、外発的モチベーションを高
めるような報酬などを加えてしまうと、内発的モチベー
ションが消失してしまう、という効果のことである。つ
まり、安易に外発的モチベーションを高めるような報酬
や罰などといったものは、学習へのやる気を高めさせよ
うという目的で使用するのは危険であると言える。短期
的もしくは一時的には報酬や罰によってもモチベーショ
ン自体は高まるが、長期的に見て「楽しいからやる」と
いう内発的モチベーションを失わせてしまうと、それ以
降報酬や罰がないと学習をする気になれない、という悪
循環に陥ってしまう可能性が高まることとなる。
　では、外発的モチベーションを用いずに、内発的モチ
ベーションを高めるにはどうすればいいのか。現時点で
は、以下の3点が方法として挙げられている。

１．自分が成果を出す能力を持っていると思うこと（自
己有能感）

　ARCSモデルというモデルの名前自体が、上記4つ
の要因の頭文字を取って命名されている。これらの4
つの要因を実際の学習教材に組み込む際には、定義し
（define）、デザインし（design）、発展させ（devel-
op）、評価する（evaluate）、という4段階の手順を踏
むべき、と推奨されている。
　現時点では、このARCSモデルに基づいた教材を利用
した結果を報告する研究も数多く出されている。Ergen 
and Kanadli（2017）15)によるメタアナリシスによると、
例えばARCSモデルを組み込んだ教材による学習によ
り、モチベーションが向上したかどうかについて報告し
た論文は26本あり、そのうちモチベーションの向上効果
ありと報告したものが20本であった。一方向上効果なし
と報告したものは6本あった。また、学習成績自体の向
上効果については、全体で20本の論文があり、そのうち
18本が学習の成績向上が見られたものの、2本が学習成
績の向上効果がなし、と報告した。ただしこの2本につ
いては、実験期間に問題があるかもしれない、と指摘さ
れている。
　総じて、ARCSモデルを組み込んだ教材を使用した学
習研究においては、モチベーション及び学習成果につい
て、向上効果がある、という報告が大多数を占めてい
た。よって、これらの実証研究の結果は、ARCSモデル
によるモチベーション向上効果、及びそれを通じた学習
成績向上の効果を支持するものであると解釈できる。
　一方、モチベーションや成績自体ではなく、学習行動
に対する影響についての結果も報告されている。ARCS
モデルに基づく教材の学習時、学習時間が増えたとする
報告は1、増えなかったものは2であった。
　学習行動についての研究も含め、特に上記4項目のど
の項目が、モチベーションや成績、学習行動など、どの
ような側面に影響を及ぼすのか、という効果についての
整理のための研究については、まだ報告が少ない。また
実験期間などの研究方法についても検討・改善が必要で
ある例も指摘されている。よって、今後さらなる実証研
究による報告の積み上げが必要となると思われる。

2．4 自己調整学習理論
　自己調整学習理論とは、学習者のモチベーション管
理に基づいた、自律学習を促す方略に関する理論である
（例えばZimmerman 200016））。主に、以下の3プロセ
スに基づくサイクルにより、自律した学習者への成長が
図られると考えられている。

１．学習目的の設定
２．学習方略の策定及び実行
３．学習の進捗の自己モニタリング

　３の自己モニタリングに基づく反省及び改善により再
度１へと戻る、ということを繰り返すことにより、学習
が進んでいく、という考え方になる。
　特に１の段階では、自己効力感や学習成果への期待、
内発的興味や課題に対する価値、といった、自己に対す
るモチベーション的な信念が、実際の行動としての目的
の設定や学習方略の計画策定などと相互作用を持つ、と
仮定している。つまり、自己効力感や内発的興味などに
より、設定される目的の高さや内容、方略の計画などの
具体的な中身が影響を受ける、ということそ想定してい
る。一方、３の段階においては、実際に行動に起こした
結果を自己によって確認するため、自己に対する満足感
や自己評価などから、自己効力感などへのフィードバッ
クが与えられ、次のサイクルでの１の段階におけるモチ
ベーションに影響を与えることになると想定されてい
る。よって、３の段階において、１及び２にて計画・実
行されてきた学習自体が成功に至った場合、もしくは成
功に至らずとも学習者本人が満足できる結果が得られた
場合は、モチベーションに関わる要因がプラスの方向に
刺激を受け、次のサイクルでの学習目的の設定がより高
まっていく、というように、自ら学習成果を向上させて
いくポジティブなサイクルへと繋がっていく、と考えて
いる。
　この理論に基づいた自己調整学習の方略を教育現場
に導入した結果を報告する論文も多く出てきている。
近年ではその結果をまとめたメタアナリシスの論文に
おいても、学習成果自体の伸びも見られ、かつ自己管理
などの能力や姿勢も改善し、モチベーションも高まる、
という結果が報告されている（例えばErgen，Kanadli 
201717））。このメタアナリシスでは、言語学習や科
学、数学、社会科学など、学習する分野が異なっても同
様に効果があることも報告している。

3．理論間の共通項、及び教育への示唆
　以上、学習に関するモチベーション理論を概観し、そ
の理論における共通項を探るとすると、以下の4つのポ
イントが挙げられると考えられる。

１．内発的モチベーションの重要性（自己決定理論・社
会的認知理論・自己調整学習理論）

２．自己効力感・自己有能感・自信（自己決定理論・社
会的認知理論・ARCSモデル・自己調整学習理論）

３．学習内容の学習者への関連性（自己決定理論・
ARCSモデル）

４．学習者による学習の自律性・自己制御（自己決定理
論・自己調整学習理論）

　学業成績の向上のみを最終目的としてしまうのであれ

ば、近年までに数多くの研究結果が報告されている自己
効力感の向上を最優先に考えればいい、と思われる。現
時点では自己効力感が、学業成績に対する最も強い要因
となっていることは明らかであるからである。
　ただし結局のところ、自己効力感を高める方法につ
いては、内発的モチベーションを高めること、成功体験
を積ませること、他者からの励まし、学習内容の学習者
への関連性、学習者による学習の自律性・自己制御など
といった側面が関係することであり、概説してきたモチ
ベーション理論のほとんどが関与するものになってく
る。
　一方、単に学業成績のみを目的にするのではなく、よ
り長期的視点に立って学習者の育成を考えるならば、自
己調整学習における方略を教育の中で身につけさせるこ
とが重要になってくると考えることができる。つまり自
己調整学習の方法を身につけることは、教育現場での学
習や学業成績向上というだけでなく、その先にある高等
教育における研究方法を身につける訓練や卒業論文の執
筆、及び卒業後の社会人としての問題解決能力の養成に
まで繋がるものであると考えられる。自己調整学習の根
本的な考え方は、PDCAといった問題解決のための方法
とも類似しており、さらには科学的・学術的な問題解決
のための学術論文の書き方・研究方法とも類似している
ものであるといえるからである。例えば、上記のどの方
法においても、現状の分析を通じて問題を提起し、その
問題に対する対処方法を提案して目的・方法を定め、そ
れを実施し、その結果を考察することでさらなる次の段
階への改善を図る、というサイクルを想定している。
よって、自己調整学習による方略を意図的に利用できる
よう、教育の現場で学生に身につけさせることにより、
その後の人生にとっても非常に有用な技術・能力として
活用できていく可能性が高い。それ以上に、自己調整学
習による方略自体が学習に対するモチベーションを高
め、学業成績自体を向上させる効果が報告されているこ
とからも、今後さらに注目されてもいいものではないか
と考えている。
　近年、国の施策としての「自ら学べる人間を育てる」
であったり、「問題解決能力を持つ人間を育てる」と
いった側面は、結局のところ、学習に対するモチベー
ションの向上、及び自己調整学習方法の学習などのよう
な問題解決能力の育成、といった側面が強く関与するも
のであると言える。この方向性に対して、教育に関わる
人間が学習モチベーションに関わる最新の知見を修めて
いくことは、非常に有用であるように思われる。
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２．学習内容が自分に必要・関係があること（関連性）
３．学習が他人によって強制されず自分で制御できるこ
と（自律性）

　以上3種類の方法により、内発的モチベーションを高
められる可能性がある、とされている。
　実際に、学業成績に対して内発的モチベーション及び
外発的モチベーションがどのように関与しているのか、
についての研究も行われている。例えば、Crippen et al. 
（2009）4）やYukselturk et al. （2007）5）などは、内発
的モチベーションが統計的に有意に学業成績と相関して
いることを報告している。
　一方、外発的モチベーションが学業成績に統計的に有
意に正の効果を示した報告は、本著者が調べた限りでは
存在しなかった。

2．2 社会的認知理論
　近年、自己効力感という用語が一般的になりつつある
が、その自己効力感という概念を学習モチベーションの
分野において使用したのがこの社会的認知理論である
（例えばBandura 19776）; 19977）; 20128））。
　自己効力感とは、「自分の目標を自分の努力によって
達成できる能力が自分にはある」という自己の認識や信
念のことであると定義されている。自尊心という概念に
近いとされているが、自尊心は自分の人間としての価値
に対する、感情的な評価であるとされており、自己効力
感とは異なる概念であるとされている。
　自己効力感が強い学習者は、学習すれば自分の成績を
向上させることができる、と考えるため、学習に対する
モチベーションが高く、その後の学習の成果が高まるこ
とが知られている。逆に、自己効力感が低い学習者は、
学習しても自分の成績が伸びることはない、と考えてし
まうため、学習に対するモチベーションが下がり、結果
としてその後の学習の成果が伸びない、とされる。
　この自己効力感という概念については、元々学業成績
が良いから自己効力感が高いのか、自己効力感を高める
ことで学業成績が高まるのか、どちらの因果関係が成り
立つのかについて議論が行われてきた。最新の研究で
は、どちらの方向も成り立つことが実証されている9）。
この結果より、学業成績が低い学生に対し、自己効力感
を高めさせることで、その後の学業成績を高めることが
できる、という仮説が現時点では支持されている。
　このBanduraによる社会的認知理論によると、自己効
力感の増減には大きく分けて4種類の方法による効果が
あると考えられている。その4種類のうち3種類は、主
に自己効力感を高める方法である。自分が何かを修得す
る経験を積むこと、他人がうまくできているところを観
察すること、他人から言葉で直接励まされること、が挙

1．はじめに
 近年、大学を含む高等教育において、学生を自律的な学
習者として育成することが目的の一つとして挙げられて
いる（例えば中央教育審議会　20181））。社会に出て社
会人として働くことになった際、高度な技術や知識が必
要な業種が増えてきている中で、就職後にも常に新たに
アップデートされる様々な知識や技術を自ら学んでいく
姿勢が必要になるためである。一方、「教員が『勉強し

ろ』と頭ごなしに学生に命令する」というような教育で
は、学生が自律的な学習者に育つことはない、というこ
とも分かってきつつある。これは教育現場のみならず社
会に出た場合にも同様であり、上司が部下に対して頭ご
なしに命令するだけでは部下も育たない、ということを
意味する。少子化によって労働人口の減少が社会問題と
なってきている現在、社会に出ても自律的に学習を続け
られるような人材の育成が急務となっている。
　よって、自ら学び続けられる学生の育成は喫緊の重要
課題であり、そのためにも近年研究が進んできている学
習モチベーション理論に基づくカリキュラムの構築、及
び教材の開発などを高等教育においても急ぎ進める必要
があると考えられる。そのためにも、世界的に研究が進
められている「学習科学」に基づく「学習のモチベー

げられる。最後の1種類は、主に自己効力感を下げる効
果を示す要因として、身体的な要素が仮定されている。
例えば、痛み、疲労、恐怖などは、自己効力感を下げる
とされている。ちなみに双子による研究により、自己効
力感の遺伝的な要素は、自己効力感の全体のばらつきの
75％を説明できる、と報告されている10）。
　近年では自己効力感と学業成績の間に強い関連性が見
いだされることが、多くの研究によって報告されてい
る。それら数多くの研究成果に基づいた、メタアナリシ
スによる結果の整理も複数行われている。
　例えばRobbins et al.（2004）11）、Richardson et al. 
（2012）12）、Honicke and Broadbent（2016）13）では、
どれも自己効力感と学業成績との関係性をメタアナリ
シスによって分析しているが、3つのメタアナリシスに
共通して、自己効力感は学業成績を予測もしくは説明す
る上で、最も重要な要因になっていることを報告してい
る。どのメタアナリシスも、適切な手順を踏んで数多く
の研究成果に基づいているものであるため、自己効力感
が学業成績に強く関連している、という事実は、ほぼ間
違いないと考えて問題なさそうである。
　これら 3 つのメタアナリシスにおいては、他にも
面白い結果が報告されている。例えば Robbins et al. 
（2004）11）では、自己効力感の他に、達成に関わるモチ
ベーションが強く学業成績と関係していることを報告し
ている。一方 Richardson et al. （2012）12）は、成績に対
する目標、及び努力の制御が、自己効力感の他に学業成
績に関係していると報告した。Honicke and Broadbent 
（2016）13）では、Richardson et al. （2012）12）と同様に
努力の制御が関係したことを示したと共に、思考方略や
目的志向などが学業成績に関与したと報告している。総
じて、目的に関わる点、及び努力の制御が、自己効力感
に次いで学業成績にとって重要である、ということだと
考えられる。

2．3 ARCSモデル
　ARCSモデルは、主に教材に対する学習者のモチベー
ションを高める要因についてモデル化したものである。
学習者が面白く感じることができ、かつ満足できるよう
な教材により、学習者が学習したい、と思えるモチベー
ションを喚起できると考えている。
　学習者のモチベーションを高めるとされる教材におけ
る要因は、以下の4つが挙げられている14）。

１．Attention：学習者の注意を引き付けることができる
２．Relevance：学習者に関係がある
３．Confidence：感情的に自信を付けることができる
４．Satisfaction：学習を完了することで満足できる

ション」に関する研究や知見を適切に現場へと適用させ
ることは、非常に重要であると考えられる。

2．学習モチベーションに関する理論
　学習科学、学習心理学、及び教育心理学では、自律し
た学習者を育成することを目的とした、学習を続けるた
めのモチベーションをいかに高めさせるか、という点に
ついての研究が数多く行われてきている。以下では、そ
の中でも学習に関するモチベーションのメカニズムに関
わる理論、及びモチベーション管理に基づいた学習効果
を高めるための方略に関する理論を概観する。

2．1 自己決定理論
　自己決定理論は、主に学習に対するモチベーションの
メカニズムの解明が目的とされる理論である（例えば
Ryan and Deci 20022））。
　学習のモチベーションには2種類あり、報酬や罰を受
けることで学習を行わなければならない、と考えさせる
モチベーションとしての外発的モチベーションと、純粋
に楽しいからやりたい、という気持ちから生じる内発的
モチベーションがある。もちろん、学習のモチベーショ
ンという観点からすれば、内発的モチベーションのほう
が好ましいことは間違いない。ただし、外発的モチベー
ションによっても学習のモチベーション自体は高めるこ
とは可能であるとされている。
　ただし気を付けなければならない点が一つある。外発
的モチベーションを高めようとすると、内発的モチベー
ションを下げ、結果として学習成果も下げてしまう可能
性が指摘されている（例えば Murayama et al. 20103））。
これは Undermining effect と呼ばれ、元々内発的なモ
チベーションが存在して学習をしようという気持ちに
なっている学習者に対して、外発的モチベーションを高
めるような報酬などを加えてしまうと、内発的モチベー
ションが消失してしまう、という効果のことである。つ
まり、安易に外発的モチベーションを高めるような報酬
や罰などといったものは、学習へのやる気を高めさせよ
うという目的で使用するのは危険であると言える。短期
的もしくは一時的には報酬や罰によってもモチベーショ
ン自体は高まるが、長期的に見て「楽しいからやる」と
いう内発的モチベーションを失わせてしまうと、それ以
降報酬や罰がないと学習をする気になれない、という悪
循環に陥ってしまう可能性が高まることとなる。
　では、外発的モチベーションを用いずに、内発的モチ
ベーションを高めるにはどうすればいいのか。現時点で
は、以下の3点が方法として挙げられている。

１．自分が成果を出す能力を持っていると思うこと（自
己有能感）

　ARCSモデルというモデルの名前自体が、上記4つ
の要因の頭文字を取って命名されている。これらの4
つの要因を実際の学習教材に組み込む際には、定義し
（define）、デザインし（design）、発展させ（devel-
op）、評価する（evaluate）、という4段階の手順を踏
むべき、と推奨されている。
　現時点では、このARCSモデルに基づいた教材を利用
した結果を報告する研究も数多く出されている。Ergen 
and Kanadli（2017）15)によるメタアナリシスによると、
例えばARCSモデルを組み込んだ教材による学習によ
り、モチベーションが向上したかどうかについて報告し
た論文は26本あり、そのうちモチベーションの向上効果
ありと報告したものが20本であった。一方向上効果なし
と報告したものは6本あった。また、学習成績自体の向
上効果については、全体で20本の論文があり、そのうち
18本が学習の成績向上が見られたものの、2本が学習成
績の向上効果がなし、と報告した。ただしこの2本につ
いては、実験期間に問題があるかもしれない、と指摘さ
れている。
　総じて、ARCSモデルを組み込んだ教材を使用した学
習研究においては、モチベーション及び学習成果につい
て、向上効果がある、という報告が大多数を占めてい
た。よって、これらの実証研究の結果は、ARCSモデル
によるモチベーション向上効果、及びそれを通じた学習
成績向上の効果を支持するものであると解釈できる。
　一方、モチベーションや成績自体ではなく、学習行動
に対する影響についての結果も報告されている。ARCS
モデルに基づく教材の学習時、学習時間が増えたとする
報告は1、増えなかったものは2であった。
　学習行動についての研究も含め、特に上記4項目のど
の項目が、モチベーションや成績、学習行動など、どの
ような側面に影響を及ぼすのか、という効果についての
整理のための研究については、まだ報告が少ない。また
実験期間などの研究方法についても検討・改善が必要で
ある例も指摘されている。よって、今後さらなる実証研
究による報告の積み上げが必要となると思われる。

2．4 自己調整学習理論
　自己調整学習理論とは、学習者のモチベーション管
理に基づいた、自律学習を促す方略に関する理論である
（例えばZimmerman 200016））。主に、以下の3プロセ
スに基づくサイクルにより、自律した学習者への成長が
図られると考えられている。

１．学習目的の設定
２．学習方略の策定及び実行
３．学習の進捗の自己モニタリング

　３の自己モニタリングに基づく反省及び改善により再
度１へと戻る、ということを繰り返すことにより、学習
が進んでいく、という考え方になる。
　特に１の段階では、自己効力感や学習成果への期待、
内発的興味や課題に対する価値、といった、自己に対す
るモチベーション的な信念が、実際の行動としての目的
の設定や学習方略の計画策定などと相互作用を持つ、と
仮定している。つまり、自己効力感や内発的興味などに
より、設定される目的の高さや内容、方略の計画などの
具体的な中身が影響を受ける、ということそ想定してい
る。一方、３の段階においては、実際に行動に起こした
結果を自己によって確認するため、自己に対する満足感
や自己評価などから、自己効力感などへのフィードバッ
クが与えられ、次のサイクルでの１の段階におけるモチ
ベーションに影響を与えることになると想定されてい
る。よって、３の段階において、１及び２にて計画・実
行されてきた学習自体が成功に至った場合、もしくは成
功に至らずとも学習者本人が満足できる結果が得られた
場合は、モチベーションに関わる要因がプラスの方向に
刺激を受け、次のサイクルでの学習目的の設定がより高
まっていく、というように、自ら学習成果を向上させて
いくポジティブなサイクルへと繋がっていく、と考えて
いる。
　この理論に基づいた自己調整学習の方略を教育現場
に導入した結果を報告する論文も多く出てきている。
近年ではその結果をまとめたメタアナリシスの論文に
おいても、学習成果自体の伸びも見られ、かつ自己管理
などの能力や姿勢も改善し、モチベーションも高まる、
という結果が報告されている（例えばErgen，Kanadli 
201717））。このメタアナリシスでは、言語学習や科
学、数学、社会科学など、学習する分野が異なっても同
様に効果があることも報告している。

3．理論間の共通項、及び教育への示唆
　以上、学習に関するモチベーション理論を概観し、そ
の理論における共通項を探るとすると、以下の4つのポ
イントが挙げられると考えられる。

１．内発的モチベーションの重要性（自己決定理論・社
会的認知理論・自己調整学習理論）

２．自己効力感・自己有能感・自信（自己決定理論・社
会的認知理論・ARCSモデル・自己調整学習理論）

３．学習内容の学習者への関連性（自己決定理論・
ARCSモデル）

４．学習者による学習の自律性・自己制御（自己決定理
論・自己調整学習理論）

　学業成績の向上のみを最終目的としてしまうのであれ

ば、近年までに数多くの研究結果が報告されている自己
効力感の向上を最優先に考えればいい、と思われる。現
時点では自己効力感が、学業成績に対する最も強い要因
となっていることは明らかであるからである。
　ただし結局のところ、自己効力感を高める方法につ
いては、内発的モチベーションを高めること、成功体験
を積ませること、他者からの励まし、学習内容の学習者
への関連性、学習者による学習の自律性・自己制御など
といった側面が関係することであり、概説してきたモチ
ベーション理論のほとんどが関与するものになってく
る。
　一方、単に学業成績のみを目的にするのではなく、よ
り長期的視点に立って学習者の育成を考えるならば、自
己調整学習における方略を教育の中で身につけさせるこ
とが重要になってくると考えることができる。つまり自
己調整学習の方法を身につけることは、教育現場での学
習や学業成績向上というだけでなく、その先にある高等
教育における研究方法を身につける訓練や卒業論文の執
筆、及び卒業後の社会人としての問題解決能力の養成に
まで繋がるものであると考えられる。自己調整学習の根
本的な考え方は、PDCAといった問題解決のための方法
とも類似しており、さらには科学的・学術的な問題解決
のための学術論文の書き方・研究方法とも類似している
ものであるといえるからである。例えば、上記のどの方
法においても、現状の分析を通じて問題を提起し、その
問題に対する対処方法を提案して目的・方法を定め、そ
れを実施し、その結果を考察することでさらなる次の段
階への改善を図る、というサイクルを想定している。
よって、自己調整学習による方略を意図的に利用できる
よう、教育の現場で学生に身につけさせることにより、
その後の人生にとっても非常に有用な技術・能力として
活用できていく可能性が高い。それ以上に、自己調整学
習による方略自体が学習に対するモチベーションを高
め、学業成績自体を向上させる効果が報告されているこ
とからも、今後さらに注目されてもいいものではないか
と考えている。
　近年、国の施策としての「自ら学べる人間を育てる」
であったり、「問題解決能力を持つ人間を育てる」と
いった側面は、結局のところ、学習に対するモチベー
ションの向上、及び自己調整学習方法の学習などのよう
な問題解決能力の育成、といった側面が強く関与するも
のであると言える。この方向性に対して、教育に関わる
人間が学習モチベーションに関わる最新の知見を修めて
いくことは、非常に有用であるように思われる。
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２．学習内容が自分に必要・関係があること（関連性）
３．学習が他人によって強制されず自分で制御できるこ
と（自律性）

　以上3種類の方法により、内発的モチベーションを高
められる可能性がある、とされている。
　実際に、学業成績に対して内発的モチベーション及び
外発的モチベーションがどのように関与しているのか、
についての研究も行われている。例えば、Crippen et al. 
（2009）4）やYukselturk et al. （2007）5）などは、内発
的モチベーションが統計的に有意に学業成績と相関して
いることを報告している。
　一方、外発的モチベーションが学業成績に統計的に有
意に正の効果を示した報告は、本著者が調べた限りでは
存在しなかった。

2．2 社会的認知理論
　近年、自己効力感という用語が一般的になりつつある
が、その自己効力感という概念を学習モチベーションの
分野において使用したのがこの社会的認知理論である
（例えばBandura 19776）; 19977）; 20128））。
　自己効力感とは、「自分の目標を自分の努力によって
達成できる能力が自分にはある」という自己の認識や信
念のことであると定義されている。自尊心という概念に
近いとされているが、自尊心は自分の人間としての価値
に対する、感情的な評価であるとされており、自己効力
感とは異なる概念であるとされている。
　自己効力感が強い学習者は、学習すれば自分の成績を
向上させることができる、と考えるため、学習に対する
モチベーションが高く、その後の学習の成果が高まるこ
とが知られている。逆に、自己効力感が低い学習者は、
学習しても自分の成績が伸びることはない、と考えてし
まうため、学習に対するモチベーションが下がり、結果
としてその後の学習の成果が伸びない、とされる。
　この自己効力感という概念については、元々学業成績
が良いから自己効力感が高いのか、自己効力感を高める
ことで学業成績が高まるのか、どちらの因果関係が成り
立つのかについて議論が行われてきた。最新の研究で
は、どちらの方向も成り立つことが実証されている9）。
この結果より、学業成績が低い学生に対し、自己効力感
を高めさせることで、その後の学業成績を高めることが
できる、という仮説が現時点では支持されている。
　このBanduraによる社会的認知理論によると、自己効
力感の増減には大きく分けて4種類の方法による効果が
あると考えられている。その4種類のうち3種類は、主
に自己効力感を高める方法である。自分が何かを修得す
る経験を積むこと、他人がうまくできているところを観
察すること、他人から言葉で直接励まされること、が挙

1．はじめに
 近年、大学を含む高等教育において、学生を自律的な学
習者として育成することが目的の一つとして挙げられて
いる（例えば中央教育審議会　20181））。社会に出て社
会人として働くことになった際、高度な技術や知識が必
要な業種が増えてきている中で、就職後にも常に新たに
アップデートされる様々な知識や技術を自ら学んでいく
姿勢が必要になるためである。一方、「教員が『勉強し

ろ』と頭ごなしに学生に命令する」というような教育で
は、学生が自律的な学習者に育つことはない、というこ
とも分かってきつつある。これは教育現場のみならず社
会に出た場合にも同様であり、上司が部下に対して頭ご
なしに命令するだけでは部下も育たない、ということを
意味する。少子化によって労働人口の減少が社会問題と
なってきている現在、社会に出ても自律的に学習を続け
られるような人材の育成が急務となっている。
　よって、自ら学び続けられる学生の育成は喫緊の重要
課題であり、そのためにも近年研究が進んできている学
習モチベーション理論に基づくカリキュラムの構築、及
び教材の開発などを高等教育においても急ぎ進める必要
があると考えられる。そのためにも、世界的に研究が進
められている「学習科学」に基づく「学習のモチベー

げられる。最後の1種類は、主に自己効力感を下げる効
果を示す要因として、身体的な要素が仮定されている。
例えば、痛み、疲労、恐怖などは、自己効力感を下げる
とされている。ちなみに双子による研究により、自己効
力感の遺伝的な要素は、自己効力感の全体のばらつきの
75％を説明できる、と報告されている10）。
　近年では自己効力感と学業成績の間に強い関連性が見
いだされることが、多くの研究によって報告されてい
る。それら数多くの研究成果に基づいた、メタアナリシ
スによる結果の整理も複数行われている。
　例えばRobbins et al.（2004）11）、Richardson et al. 
（2012）12）、Honicke and Broadbent（2016）13）では、
どれも自己効力感と学業成績との関係性をメタアナリ
シスによって分析しているが、3つのメタアナリシスに
共通して、自己効力感は学業成績を予測もしくは説明す
る上で、最も重要な要因になっていることを報告してい
る。どのメタアナリシスも、適切な手順を踏んで数多く
の研究成果に基づいているものであるため、自己効力感
が学業成績に強く関連している、という事実は、ほぼ間
違いないと考えて問題なさそうである。
　これら 3 つのメタアナリシスにおいては、他にも
面白い結果が報告されている。例えば Robbins et al. 
（2004）11）では、自己効力感の他に、達成に関わるモチ
ベーションが強く学業成績と関係していることを報告し
ている。一方 Richardson et al. （2012）12）は、成績に対
する目標、及び努力の制御が、自己効力感の他に学業成
績に関係していると報告した。Honicke and Broadbent 
（2016）13）では、Richardson et al. （2012）12）と同様に
努力の制御が関係したことを示したと共に、思考方略や
目的志向などが学業成績に関与したと報告している。総
じて、目的に関わる点、及び努力の制御が、自己効力感
に次いで学業成績にとって重要である、ということだと
考えられる。

2．3 ARCSモデル
　ARCSモデルは、主に教材に対する学習者のモチベー
ションを高める要因についてモデル化したものである。
学習者が面白く感じることができ、かつ満足できるよう
な教材により、学習者が学習したい、と思えるモチベー
ションを喚起できると考えている。
　学習者のモチベーションを高めるとされる教材におけ
る要因は、以下の4つが挙げられている14）。

１．Attention：学習者の注意を引き付けることができる
２．Relevance：学習者に関係がある
３．Confidence：感情的に自信を付けることができる
４．Satisfaction：学習を完了することで満足できる

ション」に関する研究や知見を適切に現場へと適用させ
ることは、非常に重要であると考えられる。

2．学習モチベーションに関する理論
　学習科学、学習心理学、及び教育心理学では、自律し
た学習者を育成することを目的とした、学習を続けるた
めのモチベーションをいかに高めさせるか、という点に
ついての研究が数多く行われてきている。以下では、そ
の中でも学習に関するモチベーションのメカニズムに関
わる理論、及びモチベーション管理に基づいた学習効果
を高めるための方略に関する理論を概観する。

2．1 自己決定理論
　自己決定理論は、主に学習に対するモチベーションの
メカニズムの解明が目的とされる理論である（例えば
Ryan and Deci 20022））。
　学習のモチベーションには2種類あり、報酬や罰を受
けることで学習を行わなければならない、と考えさせる
モチベーションとしての外発的モチベーションと、純粋
に楽しいからやりたい、という気持ちから生じる内発的
モチベーションがある。もちろん、学習のモチベーショ
ンという観点からすれば、内発的モチベーションのほう
が好ましいことは間違いない。ただし、外発的モチベー
ションによっても学習のモチベーション自体は高めるこ
とは可能であるとされている。
　ただし気を付けなければならない点が一つある。外発
的モチベーションを高めようとすると、内発的モチベー
ションを下げ、結果として学習成果も下げてしまう可能
性が指摘されている（例えば Murayama et al. 20103））。
これは Undermining effect と呼ばれ、元々内発的なモ
チベーションが存在して学習をしようという気持ちに
なっている学習者に対して、外発的モチベーションを高
めるような報酬などを加えてしまうと、内発的モチベー
ションが消失してしまう、という効果のことである。つ
まり、安易に外発的モチベーションを高めるような報酬
や罰などといったものは、学習へのやる気を高めさせよ
うという目的で使用するのは危険であると言える。短期
的もしくは一時的には報酬や罰によってもモチベーショ
ン自体は高まるが、長期的に見て「楽しいからやる」と
いう内発的モチベーションを失わせてしまうと、それ以
降報酬や罰がないと学習をする気になれない、という悪
循環に陥ってしまう可能性が高まることとなる。
　では、外発的モチベーションを用いずに、内発的モチ
ベーションを高めるにはどうすればいいのか。現時点で
は、以下の3点が方法として挙げられている。

１．自分が成果を出す能力を持っていると思うこと（自
己有能感）

　ARCSモデルというモデルの名前自体が、上記4つ
の要因の頭文字を取って命名されている。これらの4
つの要因を実際の学習教材に組み込む際には、定義し
（define）、デザインし（design）、発展させ（devel-
op）、評価する（evaluate）、という4段階の手順を踏
むべき、と推奨されている。
　現時点では、このARCSモデルに基づいた教材を利用
した結果を報告する研究も数多く出されている。Ergen 
and Kanadli（2017）15)によるメタアナリシスによると、
例えばARCSモデルを組み込んだ教材による学習によ
り、モチベーションが向上したかどうかについて報告し
た論文は26本あり、そのうちモチベーションの向上効果
ありと報告したものが20本であった。一方向上効果なし
と報告したものは6本あった。また、学習成績自体の向
上効果については、全体で20本の論文があり、そのうち
18本が学習の成績向上が見られたものの、2本が学習成
績の向上効果がなし、と報告した。ただしこの2本につ
いては、実験期間に問題があるかもしれない、と指摘さ
れている。
　総じて、ARCSモデルを組み込んだ教材を使用した学
習研究においては、モチベーション及び学習成果につい
て、向上効果がある、という報告が大多数を占めてい
た。よって、これらの実証研究の結果は、ARCSモデル
によるモチベーション向上効果、及びそれを通じた学習
成績向上の効果を支持するものであると解釈できる。
　一方、モチベーションや成績自体ではなく、学習行動
に対する影響についての結果も報告されている。ARCS
モデルに基づく教材の学習時、学習時間が増えたとする
報告は1、増えなかったものは2であった。
　学習行動についての研究も含め、特に上記4項目のど
の項目が、モチベーションや成績、学習行動など、どの
ような側面に影響を及ぼすのか、という効果についての
整理のための研究については、まだ報告が少ない。また
実験期間などの研究方法についても検討・改善が必要で
ある例も指摘されている。よって、今後さらなる実証研
究による報告の積み上げが必要となると思われる。

2．4 自己調整学習理論
　自己調整学習理論とは、学習者のモチベーション管
理に基づいた、自律学習を促す方略に関する理論である
（例えばZimmerman 200016））。主に、以下の3プロセ
スに基づくサイクルにより、自律した学習者への成長が
図られると考えられている。

１．学習目的の設定
２．学習方略の策定及び実行
３．学習の進捗の自己モニタリング

　３の自己モニタリングに基づく反省及び改善により再
度１へと戻る、ということを繰り返すことにより、学習
が進んでいく、という考え方になる。
　特に１の段階では、自己効力感や学習成果への期待、
内発的興味や課題に対する価値、といった、自己に対す
るモチベーション的な信念が、実際の行動としての目的
の設定や学習方略の計画策定などと相互作用を持つ、と
仮定している。つまり、自己効力感や内発的興味などに
より、設定される目的の高さや内容、方略の計画などの
具体的な中身が影響を受ける、ということそ想定してい
る。一方、３の段階においては、実際に行動に起こした
結果を自己によって確認するため、自己に対する満足感
や自己評価などから、自己効力感などへのフィードバッ
クが与えられ、次のサイクルでの１の段階におけるモチ
ベーションに影響を与えることになると想定されてい
る。よって、３の段階において、１及び２にて計画・実
行されてきた学習自体が成功に至った場合、もしくは成
功に至らずとも学習者本人が満足できる結果が得られた
場合は、モチベーションに関わる要因がプラスの方向に
刺激を受け、次のサイクルでの学習目的の設定がより高
まっていく、というように、自ら学習成果を向上させて
いくポジティブなサイクルへと繋がっていく、と考えて
いる。
　この理論に基づいた自己調整学習の方略を教育現場
に導入した結果を報告する論文も多く出てきている。
近年ではその結果をまとめたメタアナリシスの論文に
おいても、学習成果自体の伸びも見られ、かつ自己管理
などの能力や姿勢も改善し、モチベーションも高まる、
という結果が報告されている（例えばErgen，Kanadli 
201717））。このメタアナリシスでは、言語学習や科
学、数学、社会科学など、学習する分野が異なっても同
様に効果があることも報告している。

3．理論間の共通項、及び教育への示唆
　以上、学習に関するモチベーション理論を概観し、そ
の理論における共通項を探るとすると、以下の4つのポ
イントが挙げられると考えられる。

１．内発的モチベーションの重要性（自己決定理論・社
会的認知理論・自己調整学習理論）

２．自己効力感・自己有能感・自信（自己決定理論・社
会的認知理論・ARCSモデル・自己調整学習理論）

３．学習内容の学習者への関連性（自己決定理論・
ARCSモデル）

４．学習者による学習の自律性・自己制御（自己決定理
論・自己調整学習理論）

　学業成績の向上のみを最終目的としてしまうのであれ

ば、近年までに数多くの研究結果が報告されている自己
効力感の向上を最優先に考えればいい、と思われる。現
時点では自己効力感が、学業成績に対する最も強い要因
となっていることは明らかであるからである。
　ただし結局のところ、自己効力感を高める方法につ
いては、内発的モチベーションを高めること、成功体験
を積ませること、他者からの励まし、学習内容の学習者
への関連性、学習者による学習の自律性・自己制御など
といった側面が関係することであり、概説してきたモチ
ベーション理論のほとんどが関与するものになってく
る。
　一方、単に学業成績のみを目的にするのではなく、よ
り長期的視点に立って学習者の育成を考えるならば、自
己調整学習における方略を教育の中で身につけさせるこ
とが重要になってくると考えることができる。つまり自
己調整学習の方法を身につけることは、教育現場での学
習や学業成績向上というだけでなく、その先にある高等
教育における研究方法を身につける訓練や卒業論文の執
筆、及び卒業後の社会人としての問題解決能力の養成に
まで繋がるものであると考えられる。自己調整学習の根
本的な考え方は、PDCAといった問題解決のための方法
とも類似しており、さらには科学的・学術的な問題解決
のための学術論文の書き方・研究方法とも類似している
ものであるといえるからである。例えば、上記のどの方
法においても、現状の分析を通じて問題を提起し、その
問題に対する対処方法を提案して目的・方法を定め、そ
れを実施し、その結果を考察することでさらなる次の段
階への改善を図る、というサイクルを想定している。
よって、自己調整学習による方略を意図的に利用できる
よう、教育の現場で学生に身につけさせることにより、
その後の人生にとっても非常に有用な技術・能力として
活用できていく可能性が高い。それ以上に、自己調整学
習による方略自体が学習に対するモチベーションを高
め、学業成績自体を向上させる効果が報告されているこ
とからも、今後さらに注目されてもいいものではないか
と考えている。
　近年、国の施策としての「自ら学べる人間を育てる」
であったり、「問題解決能力を持つ人間を育てる」と
いった側面は、結局のところ、学習に対するモチベー
ションの向上、及び自己調整学習方法の学習などのよう
な問題解決能力の育成、といった側面が強く関与するも
のであると言える。この方向性に対して、教育に関わる
人間が学習モチベーションに関わる最新の知見を修めて
いくことは、非常に有用であるように思われる。
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